
ポストコロナ社会に対応したビジネスモデルへの転換の取り組み

感染防止対策費

小規模事業者持続化補助金は、日本商工会議所と全国商工会連合会が一体となって実施している補助金制度です。
コロナ特別対応型の補助の上限は100万円となっており、経費の一部を補助するものです。

メディアクトでは、カタログ、WEB、動画などの制作はもちろん、申請サポートまで行うことができます。

小規模事業者持続化補助金のご相談はメディアクトに低感染リスク型ビジネス型

補助金申請サポートから制作までお任せください

補助対象となる事業は、ポストコロナを踏まえた新たなビジネスやサービス、生産性プロセス
の導入等に取り組み、感染拡大防止と事業継続を両立させるための対人接触機会の減
少に資する経費の一部を支援する制度です。100万円

補助金上限額

第4回 受付締切
2021年

11月10日
実施期間

２０２２年８月３１日（水）まで

第5回 受付締切
2021年

1月12日
実施期間

２０２２年１０月３１日（月）まで

補助対象経費について

ポストコロナ社会に
対応したビジネスモデル

感染防止対策費

25万円

125万円

お客様負担額（補助率3/4）（上限100万円）

50万円
お客様負担額（補助率3/4）（上限100万円）

25万円

総経費150万円

ポストコロナ社会に
対応したビジネスモデル

感染防止対策費

50万円

100万円

総経費150万円

● ＶＲ動画による工場見学で、非対面で商談を進める
● そのためのホームページを新規作成

● デリバリーを開始するための設備投資（宅配用バイクなど）
● 店舗販売からＥＣ販売へのシフト
● 非対面型・非接触型の接客に移行するための設備投資 など

非対面型ビジネスモデル
への転換
感染拡大防止のための対人接触機会の減少と事業継続を両
立させるポストコロナを踏まえた新たなビジネスやサービス、
生産プロセスの導入等に関する取組を支援。

ＶＲ動画活用！

● 消毒液　　● 換気設備　　● 間仕切り用アクリル板　　● 非接触型体温計 など

「対人接触機会の減少に資する経費」に対する補助のため、
単なるホームページの作成ではなく、非対面・非接触に資する内容でないと
今回の 【低感染リスク型ビジネス枠】には該当しないと思われます。

費用の3/4が
戻ってきます!
費用の3/4が
戻ってきます!

申し込みは
jGrantsによる
電子申請のみ

感染防止対策費
補助金総額の

１／４（最大２５万円）が
上限

（補助金総額の１/４） （補助金総額の１/2）
1/4以上のため補助金対象外です



申請から制作までの流れ

第4回 受付締切

2021年7月7日
実施期間 ２０２２年 ８月３１日（水）まで

第5回 受付締切

2021年1月12日
実施期間 ２０２２年１０月３１日（月）まで

https://www.mediact.co.jp/

〒550-0003  大阪市西区京町堀1丁目8番33号
京町堀スクエア3F
TEL 06-6446-5871（代）　FAX 06-6446-5873

ヒアリング・
お見積もり

お客様のご要望をヒアリング
後、制作費用のお見積もり
を作成致します。補助金を受
け取る場合に、実質負担は
どれくらいになるのかをここで
共有させていただきます。

補助金の申請 採
択
後
制
作
開
始

納品後、
実績報告書を提出

補助金の振込

補助金申請のやりとりは地
域の商工会議所とお客様が
行うことになります。申請書
類作成のサポート（有料）も
行っています。

納品後、実績報告書と証明
書の添付したものを商工会
議所に提出します。
この提出が無い場合、補助
金は受け取れません。

実績報告書を提出後、1.5
～2か月前後で指定口座に
補助金が振込されます。

※申請書類をお客様で書くことも
　可能です

01 02 03 04 05

■ ドローン撮影 ■ VR（360°動画）

大阪航空専門学校 ヴァーチャル学校見学奈良県立五條高等学校創立120周年記念

メディアクトは、動画制作にも力を入れています

ＶＲ動画で非対面ビジネスを
実現しませんか？

２０２１年１月８日以降に発生した経費も補助対象になります。

採択結果時期は調整中 振込は1.5～2か月後

全国の商工会議所・商工会の管轄地域内で事業を営んでいる「小規模事業者」が対象となります。

1. 会社役員
2. 個人事業主本人および同居の親族従業員
3. （申請時点で）育児休業中・介護休業中・傷病休業中または休職中の社員
4. パートタイム労働者（短時間労働者）
　・ 日雇い労働者・限定期間社員（2ヵ月以内）・季節労働者（4ヵ月以内）
　・ 「通常の従業員」より所定労働時間が短い者

※「通常の従業員」とは、事業所に正規従業員がいない場合、フルタイムで働いている
　従業員は、「通常の従業員」となります。

（1日または1週間の労働時間および、1か月の所定労働日数が、通常の
従業員の4分の3以下）

「常時使用する従業員数」に含まれない従業員

商業・サービス業
（宿泊・娯楽業除く）

サービス業のうち
宿泊業・娯楽業

製造業その他

常時使用する従業員の数

常時使用する従業員の数

常時使用する従業員の数

5人以下

20人以下

20人以下

従業員数業種

補助金適用の条件

対象とならない業種

医師・歯科医師・助産師／系統集荷による収入のみである個人農業者／一般社団法人・公益社団法人／一般財団法人・公益財団法人／医療法人／宗教法人／
学校法人／農事組合法人／社会福祉法人／申請時点で開業していない創業予定者／任意団体／等

商工会議所・商工会の非会員でも申請が可能です
注意


